
国又は
地方公
共団体
の機関

独立
行政
法人

特殊
法人

認可
法人

財団
法人

（注２）

社団
法人

（注２）

学校法
人・社会
福祉法
人・宗教
法人・医
療法人

その他
の非営
利法人

営利
法人

自営業 その他 合計

内閣官房 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -          

内閣法制局 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -          

人事院 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -          

内閣府 -       -       -       -       -       -       -       -       2       -       -       2          

宮内庁 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -          

公正取引委員会 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -          

国家公安委員会 -       -       -       -       -       -       -       -       4       -       -       4          

金融庁 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -          

総務省 -       -       -       -       2       -       -       1       -       -       -       3          

法務省 -       -       -       -       1       -       3       3       7       4       2       20         

外務省 -       -       -       -       -       -       -       -       1       -       -       1          

財務省 1       2       -       -       -       1       3       -       1       1       -       9          

文部科学省 -       -       1       -       -       -       1       -       -       -       -       2          

厚生労働省 -       1       -       -       2       3       5       3       -       -       -       14         

農林水産省

国家公務員法第106条の25第2項等の規定に基づく国家公務員の再就職状況の公表（総括表）

平 成 21 年 ８ 月

【国家公務員法第106条の23第3項の規定に基づく通知並びに同法第106条の24第1項及び第2項の規定に基づく届出（注
１）（総計）】

（平成20年12月31日～平成21年3月31日分）

再就職先

区分

府省等名

別添１

農林水産省 -       2       1       -       2       1       -       1       -       -       -       7          

経済産業省 -       -       -       -       -       1       -       1       -       -       2       4          

国土交通省 1       1       -       -       1       -       -       1       2       -       -       6          

環境省 -       -       -       -       -       -       1       -       -       -       -       1          

防衛省 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -          

会計検査院 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -          

府省等計 2       6       2       -       8       6       13     10     17     5       4       73         

特定地方警務官（注３） -       -       -       1       29     10     3       21     48     -       -       112       

国立公文書館 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -          

統計センター -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -          

造幣局 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -          

国立印刷局 -       -       -       -       -       -       1       -       -       -       -       1          

国立病院機構 -       -       -       -       -       2       5       -       1       -       -       8          
農林水産消費安全技術センター -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -          

製品評価技術基盤機構 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -          
駐留軍等労働者労務管理機構 -       -       -       -       1       -       -       -       1       -       -       2          

特定独立行政法人計 -       -       -       -       1       2       6       -       2       -       -       11         

【独立行政法人通則法第54条の２第1項において準用する国家公務員法第106条の23第3項の規定に基づく通知並びに
同法第106条の24第1項及び第2項の規定に基づく届出等（注４）（総計）】

(注２）財団法人とは、公益財団法人、一般財団法人及び特例財団法人をいい、社団法人とは、公益社団法人、一般社団法人及び特例社団法人をいう。

（注３）特定地方警務官とは、警視正以上の階級にある都道府県警察の警察官（以下「地方警務官」という。）のうち、その属する都道府県警察におい
て巡査の階級から順次警視の階級まで昇任し、引き続き地方警務官となった者及びこれに準ずるものとして国家公安委員会規則で定める者をいう。

(注１）国家公務員法第106条の23第３項の規定に基づく通知とは、再就職の約束に係る管理職職員からの在職中の届出の通知をいい、同法第106
条の24第１項の規定に基づく届出とは、独立行政法人等の役員等に就く場合に係る管理職職員であった者からの離職後の事前届出をいい、同条第
２項の規定に基づく届出とは、当該場合以外に係る管理職職員であった者からの離職後の事後届出をいう。

（注４）特定独立行政法人の役員以外の職員に係る国家公務員法第106条の23第３項の規定に基づく通知並びに同法第106条の24第１項及び第２項
の規定に基づく届出を含む。

再就職先

区分

府省等名

別添１

合　　　計　※ 2       6       2       1       38     18     22     31     67     5       4       196       
※平成21年4月1日から同年6月30日までの届出のうち、平成20年度中に再就職した者に係るものを含む。

再就職先

区分

府省等名

別添１
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【１．国家公務員法第106条の23第3項の規定に基づく通知（注１）】

国又は
地方公
共団体
の機関

独立
行政
法人

特殊
法人

認可
法人

財団
法人

（注２）

社団
法人

（注２）

学校法
人・社会
福祉法
人・宗教
法人・医
療法人

その他
の非営
利法人

営利
法人

自営業 その他 合計

内閣官房 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

内閣法制局 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

人事院 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

内閣府 -       -       -       -       -       -       -       -       1       -       -       1           

宮内庁 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

公正取引委員会 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

国家公安委員会 -       -       -       -       -       -       -       -       1       -       -       1           

金融庁 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

総務省 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

法務省 -       -       -       -       1       -       3       2       6       1       -       13          

外務省 -       -       -       -       -       -       -       -       1       -       -       1           

財務省 -       1       -       -       -       -       3       -       -       -       -       4           

文部科学省 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

厚生労働省 -       1       -       -       -       2       3       2       -       -       -       8           

農林水産省 -       1       -       -       -       -       -       -       -       -       -       1           

経済産業省 -       -       -       -       -       -       -       1       -       -       -       1           

国土交通省 -       1       -       -       -       -       -       -       -       -       -       1           

環境省 -       -       -       -       -       -       1       -       -       -       -       1           

防衛省 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

会計検査院 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

府省等計 -       4       -       -       1       2       10     5       9       1       -       32          

特定地方警務官（注３） -       -       -       1       29     10     3       21     48     -       -       112        

国立公文書館 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

統計センター -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

造幣局 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

国立印刷局 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

国立病院機構 -       -       -       -       -       2       5       -       -       -       -       7           
農林水産消費安全技術センター -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           
製品評価技術基盤機構 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           
駐留軍等労働者労務管理機構 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

特定独立行政法人計 -       -       -       -       -       2       5       -       -       -       -       7           

合　　　計　 -       4       -       1       30     14     18     26     57     1       -       151        

（注３）特定地方警務官とは、警視正以上の階級にある都道府県警察の警察官（以下「地方警務官」という。）のうち、その属する都道府県警察において巡査
の階級から順次警視の階級まで昇任し、引き続き地方警務官となった者及びこれに準ずるものとして国家公安委員会規則で定める者をいう。

（平成20年12月31日～平成21年3月31日分）

（注４）特定独立行政法人の役員以外の職員に係る国家公務員法第106条の23第３項の規定に基づく通知を含む。

（国家公務員法第106条の23第3項等の規定に基づく通知関連）

(注１）国家公務員法第106条の23第３項の規定に基づく通知とは、再就職の約束に係る管理職職員からの在職中の届出の通知をいう。

国家公務員法第106条の25第2項等の規定に基づく国家公務員の再就職状況の公表（総括表）

【独立行政法人通則法第54条の２第1項において準用する国家公務員法第106条の23第3項の規定に基づく通知等（注４）】

(注２）財団法人とは、公益財団法人、一般財団法人及び特例財団法人をいい、社団法人とは、公益社団法人、一般社団法人及び特例社団法人をいう。

再就職先

区分

府省等名
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【２．国家公務員法第106条の24第1項の規定に基づく届出（注１）】

独立
行政
法人

特殊
法人

認可
法人

財団
法人

（注２）

社団
法人

（注２）
合計

内閣官房 -                  -                  -                  -                  -                  -                  

内閣法制局 -                  -                  -                  -                  -                  -                  

人事院 -                  -                  -                  -                  -                  -                  

内閣府 -                  -                  -                  -                  -                  -                  

宮内庁 -                  -                  -                  -                  -                  -                  

公正取引委員会 -                  -                  -                  -                  -                  -                  

国家公安委員会 -                  -                  -                  -                  -                  -                  

金融庁 -                  -                  -                  -                  -                  -                  

総務省 -                  -                  -                  -                  -                  -                  

法務省 -                  -                  -                  -                  -                  -                  

外務省 -                  -                  -                  -                  -                  -                  

財務省 1                  -                  -                  -                  -                  1                  

文部科学省 -                  1                  -                  -                  -                  1                  

厚生労働省 -                  -                  -                  -                  -                  -                  

農林水産省 1                  1                  -                  -                  -                  2                  

経済産業省 -                  -                  -                  -                  -                  -                  

国土交通省 -                  -                  -                  -                  -                  -                  

環境省 -                  -                  -                  -                  -                  -                  

防衛省 -                  -                  -                  -                  -                  -                  

会計検査院 -                  -                  -                  -                  -                  -                  

府省等計 2                  2                  -                  -                  -                  4                  

特定地方警務官（注３） -                  -                  -                  -                  -                  -                  

国立公文書館 -                  -                  -                  -                  -                  -                  

統計センター -                  -                  -                  -                  -                  -                  

造幣局 -                  -                  -                  -                  -                  -                  

国立印刷局 -                  -                  -                  -                  -                  -                  

国立病院機構 -                  -                  -                  -                  -                  -                  
農林水産消費安全技術センター -                  -                  -                  -                  -                  -                  
製品評価技術基盤機構 -                  -                  -                  -                  -                  -                  
駐留軍等労働者労務管理機構 -                  -                  -                  -                  -                  -                  

特定独立行政法人計 -                  -                  -                  -                  -                  -                  

合　　　計　 2                  2                  -                  -                  -                  4                  

（注４）特定独立行政法人の役員以外の職員に係る国家公務員法第106条の24第１項の規定に基づく届出を含む。

（国家公務員法第106条の24第１項等の規定に基づく届出関連）

(注１）国家公務員法第106条の24第１項の規定に基づく届出とは、独立行政法人等の役員等に就く場合に係る管理職職員であった者からの離職後
の事前届出をいう。

（平成20年12月31日～平成21年3月31日分）

国家公務員法第106条の25第2項等の規定に基づく国家公務員の再就職状況の公表（総括表）

【独立行政法人通則法第54条の２第1項において準用する国家公務員法第106条の24第1項の規定に基づく届出等（注４）】

（注３）特定地方警務官とは、警視正以上の階級にある都道府県警察の警察官（以下「地方警務官」という。）のうち、その属する都道府県警察におい
て巡査の階級から順次警視の階級まで昇任し、引き続き地方警務官となった者及びこれに準ずるものとして国家公安委員会規則で定める者をいう。

(注２）財団法人とは、公益財団法人及び特例財団法人をいい、社団法人とは、公益社団法人及び特例社団法人をいう。

再就職先

区分

府省等名

3



【３．国家公務員法第106条の24第2項の規定に基づく届出（注１）】

国又は
地方公
共団体
の機関

独立
行政
法人

特殊
法人

認可
法人

財団
法人

（注２）

社団
法人

（注２）

学校法
人・社会
福祉法
人・宗教
法人・医
療法人

その他
の非営
利法人

営利
法人

自営業 その他 合計

内閣官房 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

内閣法制局 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

人事院 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

内閣府 -       -       -       -       -       -       -       -       1       -       -       1           

宮内庁 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

公正取引委員会 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

国家公安委員会 -       -       -       -       -       -       -       -       3       -       -       3           

金融庁 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

総務省 -       -       -       -       2       -       -       1       -       -       -       3           

法務省 -       -       -       -       -       -       -       1       1       3       2       7           

外務省 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

財務省 1       -       -       -       -       1       -       -       1       1       -       4           

文部科学省 -       -       -       -       -       -       1       -       -       -       -       1           

厚生労働省 -       -       -       -       2       1       2       1       -       -       -       6           

農林水産省 -       -       -       -       2       1       -       1       -       -       -       4           

経済産業省 -       -       -       -       -       1       -       -       -       -       2       3           

国土交通省 1       -       -       -       1       -       -       1       2       -       -       5           

環境省 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

防衛省 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

会計検査院 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

府省等計 2       -       -       -       7       4       3       5       8       4       4       37         

特定地方警務官（注３） -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

国立公文書館 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

統計センター -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

造幣局 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           

国立印刷局 -       -       -       -       -       1       -       -       -       -       1           

国立病院機構 -       -       -       -       -       -       -       -       1       -       -       1           
農林水産消費安全技術センター -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           
製品評価技術基盤機構 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       -           
駐留軍等労働者労務管理機構 -       -       -       -       1       -       -       -       1       -       -       2           

特定独立行政法人計 -       -       -       -       1       -       1       -       2       -       -       4           

合　　　計　※ 2       -       -       -       8       4       4       5       10     4       4       41         

（国家公務員法第106条の24第２項等の規定に基づく届出関連）

国家公務員法第106条の25第2項等の規定に基づく国家公務員の再就職状況の公表（総括表）

※平成21年4月1日から同年6月30日までの届出のうち、平成20年度中に再就職した者に係るものを含む。

(注１）国家公務員法第106条の24第２項の規定に基づく届出とは、独立行政法人等の役員等に就く場合以外に係る管理職職員であった者からの離職後の
事後届出をいう。

【独立行政法人通則法第54条の２第1項において準用する国家公務員法第106条の24第2項の規定に基づく届出等（注４）】

（注３）特定地方警務官とは、警視正以上の階級にある都道府県警察の警察官（以下「地方警務官」という。）のうち、その属する都道府県警察において巡
査の階級から順次警視の階級まで昇任し、引き続き地方警務官となった者及びこれに準ずるものとして国家公安委員会規則で定める者をいう。

（平成20年12月31日～平成21年3月31日分）

（注４）特定独立行政法人の役員以外の職員に係る国家公務員法第106条の24第２項の規定に基づく届出を含む。

(注２）財団法人とは、公益財団法人、一般財団法人及び特例財団法人をいい、社団法人とは、公益社団法人、一般社団法人及び特例社団法人をいう。

再就職先

区分

府省等名

4



番号 氏名 離職時の年齢 離職時の官職 離職日
再就職日
（注２）

再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先にお
ける地位

国家公務員法第
106条の3第2項
第4号の規定に
基づく承認（以
下「求職の承
認」という。）
の有無（注３）

官民人材交流
センターの援
助の有無
（注４）

国家公務員法等の
一部を改正する法
律（平成19年法律
第108号）附則第5
条第1項の規定に
基づく承認（以下
「各省あっせん承
認」という。）の
有無
（注５）

国家公務員法等の
一部を改正する法
律（平成19年法律
第108号）附則第4
条第5項の規定に
基づく承認（以下
「再就職事前承
認」という。）の
有無
（注６）

1 田中　賢治 41
経済社会総合研究所主任研
究官

H21.3.31 H21.4.1
株式会社日本政策投資銀
行

金融業 調査部課長 無 無 無 有

2 栗山　文男 60
九州管区警察局熊本県情報
通信部長

H21.3.13 H21.4.1 株式会社にしけい 警備業
技術本部担
当部長

無 無 無 無

3 上杉　守 62
中部地方更生保護委員会委
員

H21.3.31 H21.4.6
更生保護法人日本更生保
護協会

更生保護事業 次長 無 無 無 無

4 九山 光教 60 和歌山保護観察所長 H21 3 31 H21 4 1
更生保護法人三重県更生

更生保護事業
常務理事・

無 無 無 無

【１－１．国家公務員法第１０６条の２３第３項等の規定に基づく通知関連（注１）】

平 成 ２ １ 年 ８ 月

国家公務員法第１０６条の２５第２項等の規定に基づく国家公務員の再就職状況の公表

内閣は、国家公務員法（昭和22年法律第120号）第１０６条の２５第２項等の規定に基づき以下の事項を公表する。

別添２

4 九山　光教 60 和歌山保護観察所長 H21.3.31 H21.4.1
更生保護法人三重県更生
保護事業協会

更生保護事業
常務理事・
事務局長

無 無 無 無

5 高木　俊彦 63
近畿地方更生保護委員会委
員長

H21.3.31 H21.4.1 東京福祉大学 教育・研究
心理学部教
授

無 無 無 無

6 高口　守人 60 東京入国管理局警備監理官 H21.3.31 H21.4.1 財団法人入管協会 外国人在留総合相談 相談員 無 無 無 無

7 長重　喜久夫 60 広島高等検察庁事務局次長 H21.3.31 H21.4.1 三島食品株式会社 食料品製造販売事業 非常勤嘱託 無 無 無 無

8 長重　喜久夫 60 広島高等検察庁事務局次長 H21.3.31 H21.4.1 広島赤十字・原爆病院 医療事業 非常勤嘱託 無 無 無 無

9 中田　幹夫 60 広島矯正管区長 H21.3.31 H21.4.1
三井住友海上火災保険株
式会社

個人・法人向けの損害保険
業務

顧問 無 無 無 無

別添２
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10 西　俊行 60
公安調査庁中部公安調査局
調査第二部長

H21.3.31 H21.4.1 株式会社日本機械製作所
環境関連プラント及び機材
の設計・製作

顧問 無 無 無 無

11 日浦　伸光 60 大阪地方検察庁首席捜査官 H21.3.31 H21.5.1 堺公証役場 公証業務 書記 無 無 無 無

12 藤原　孝俊 60 神戸地方検察庁事務局長 H21.3.31 H21.4.1 医療法人友愛会松本病院 医療事業 事務次長 無 無 無 無

13 松田  勇二 60
公安調査庁九州公安調査局
熊本公安調査事務所長

H21.3.31 H21.4.1 セコム株式会社九州本部 警備事業 顧問 無 無 無 無

14 安永　純治 60
公安調査庁中国公安調査局
調査第二部長

H21.3.31 H21.4.1 日本電気株式会社 電子機器製造 参与 無 無 無 無

15 横澤　清滿 60
法務省大臣官房会計課庁舎
管理室長

H21.3.31 H21.4.1
株式会社八板記録管理研
究所

記録・情報管理、事務用品
の販売等

シニアコン
サルタント

無 無 無 無

16 鳥羽々　祐英 63
経済協力開発機構日本政代
表部参事官

H21.3.31 H21.4.1 株式会社霞友サービス 損害保険代理店業務 一般職員 無 無 無 無

17 佐藤　和夫 59
関東信越国税局課税第二部
鑑定官室長

H21.3.31 H21.4.1 東京農業大学 教育・研究
応用生物科
学部醸造科
学科教授

無 無 無 無

18 佐藤　直人 58 国税庁長官官房付 H21.3.31 H21.4.1 獨協学園姫路獨協大学 教育・研究
大学院法務
研究科教授

無 無 無 無
研究科教授

19 中野　成美 59
国税庁仙台国税局課税第二
部鑑定官室長

H21.3.31 H21.4.1

独立行政法人農業・食品
産業技術総合研究機構生
物系特定産業技術研究支
援センター

生物系特定産業技術の研究
の高度化と農業機械化の促
進等

イノベー
ション創出
基礎的研究
推進事業契
約社員（研
究リー
ダー）

無 無 無 無

20 和氣　光 59
国税庁東京国税局豊島税務
署長

H21.7.10 H21.9.1 青山学院大学 教育・研究
非常勤講師
（消費税
法）

無 無 無 無

21 澤田　純一 60
国立医薬品食品衛生研究所
機能生化学部長

H21.3.31 H21.4.1
独立行政法人医薬品医療
機器総合機構

医薬品等の承認審査等に関
する業務

技術系嘱託 無 無 無 無
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22 柴田　典男 58
大阪労動局阿倍野公共職業
安定所長

H21.3.31 H21.4.1
社団法人大阪市母と子の
共励会

就業自立支援事業

大阪市母子
家庭等就
業・自立支
援センター
所長

無 有 無 無

23 新川　静男 59
大阪労働局大阪中央労働基
準監督署長

H21.3.31 H21.4.1 大阪府社会保険労務士会
社会保険労務士の登録業
務、社会保険労務士制度の
広報

一般職 無 有 無 無

24 鈴木　元 60
国立保健医療科学院生活環
境部長

H21.3.31 H21.4.1 国際医療福祉大学大学院 教育・研究 教授 無 無 無 無

25 土屋　利江 60
国立医薬品食品衛生研究所
療品部長

H21.3.31 H21.4.1
国立大学法人大阪大学医
学部附属病院未来医療セ
ンター

医療事業 特任研究員 無 無 無 無

26 土屋　博明 60
新潟労働局新潟公共職業安
定所長

H21.3.31 H21.4.1 新潟青陵学園 教育・研究
新潟青陵大
学就職部長

無 無 無 無

27 姫野  孝雄 54 厚生労働省大臣官房付 H21.3.31 H21.4.1 日本社会事業大学 教育・研究 教授 無 無 無 無

28 平野　武文 59
大阪労働局大阪南労働基準
監督署長

H21.3.31 H21.4.1
社団法人大阪労働基準連
合会

労働基準法等の広報、労働
条件の改善・向上等

事務局長 無 有 無 無

29 佐々木　一郎 58 九州農政局統計部長 H21.3.31 H21.4.1

独立行政法人農業・食品
産業技術総合研究機構生
物系特定産業技術研究支
援センター東京事務所

農業生産現場から加工・流
通・消費までの技術、これ
らと関連した農村・食品産
業の振興等

契約職員
（常勤研究
リーダー）

無 無 無 無

30 松縄　正登 59
特許庁審判部審判長（第14
部門）

H21.3.31 H21.4.1
国立大学法人筑波大学大
学院

教育・研究 教授 無 無 無 無

31 杉　正人 59
気象庁気象研究所予報研究
部長

H21.4.1 H21.4.2
独立行政法人海洋研究開
発機構

地球環境変動に関する研究
特任上席研
究員（非常
勤）

無 無 無 無

32 若宮　純司 57
環境調査研修所国立水俣病
総合研究センター臨床部長

H21.3.31 H21.4.1
社会福祉法人水俣市社会
福祉事業団

「水俣市立明水園」の受託
経営、「恵愛園」、「わく
ワークみなまた」の設置経
営

水俣市立明
水園副園長

無 無 無 無

3



33 池田　定 59
国立病院機構善通寺病院事
務部長

H21.3.31 H21.4.1
社団法人日本病院寝具協
会四国支部

病院等における寝具類の品
質向上及び制度活用の普及
に伴う事業

事務局長 無 無 無 無

34 奥村　修一 65
国立病院機構神戸医療セン
ター院長

H21.3.31 H21.4.1
医療法人社団関田会とき
わ病院

医療事業 院長補佐 無 無 無 無

35 杉本　友則 65
国立病院機構東徳島病院副
院長

H21.3.31 H21.4.1 医療法人明和会田蒔病院 医療事業 一般医師 無 無 無 無

36 細田　信一 58
国立病院機構本部近畿ブ
ロック事務所統括部長

H21.3.31 H21.4.1 社団法人日本眼科医会
正しい眼科医療の啓発と教
育活動に関する事業等

事務局長 無 無 無 無

37 本田　敏明 59
国立病院機構北海道がんセ
ンター事務部長

H21.3.31 H21.4.1
医療法人医仁会中村記念
病院

医療事業 総務部長 無 無 無 無

38 宮武　邦夫　 65
国立病院機構大阪南医療セ
ンター院長

H21.3.31 H21.4.1
特別医療法人高明会西宮
渡辺心臓・血管センター

医療事業 センター長 無 無 無 無

39 渡邉　博司 59
国立病院機構名古屋医療セ
ンター事務部長

H21.3.31 H21.4.1 医療法人資生会八事病院 医療事業 事務部長 無 無 無 無

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

（注６） 「再就職事前承認」には 国家公務員法等の一部を改正する法律附則第４条第７項の規定に基づき内閣から承認権限を委任された所管庁の長又は特定独立行政法人の長が行った承認等も含まれる

「国家公務員法第106条の23第３項等の規定に基づく通知」には、独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第54条の２第１項において準用する国家公務員法第106条の23第３項の規定に基づく通知が含まれる。

「再就職日」には、「再就職予定日」が含まれる。

「求職の承認」には、独立行政法人通則法第54条の２第１項において準用する国家公務員法第106条の３第２項第４号の規定に基づく承認が含まれる。

「官民人材交流センターの援助」には、独立行政法人通則法第54条の２第１項において準用する国家公務員法第18条の５第１項及び同法第18条の６の規定に基づく援助が含まれる。

「各省あっせん承認」には、国家公務員法等の一部を改正する法律（平成19年法律第108号。以下同じ。）附則第10条において準用する同法附則第５条第１項の規定に基づく承認が含まれる。

（注６） 「再就職事前承認」には、国家公務員法等の一部を改正する法律附則第４条第７項の規定に基づき内閣から承認権限を委任された所管庁の長又は特定独立行政法人の長が行った承認等も含まれる。
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番号 氏名 生年月日 官職 離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先にお
ける地位

求職の承認の
有無

再就職事前承
認の有無
（注２）

1 吾田　健二 59
警視庁第六方面本部長兼警
務部参事官

H21.2.16 H21.4.1 警察共済組合本部 警察職員の福利厚生業務
事務局副総
支配人

無 無

2 梅山　三男 59 警視庁第二方面本部長 H21.2.16 H21.4.1
財団法人日本防災通信協
会東京総支部

非常通報装置の普及 総支部長 無 無

3 作間　祐二 59 警視庁八王子警察署長 H21.2.16 H21.4.1 株式会社加ト吉東京本社 加工食品の製造販売
東京総務部
顧問

無 無

4 白石　明 59 警視庁生活安全部長 H21.2.16 H21.4.1 学校法人五島育英会 教育・研究 事務局主幹 無 無

5 鈴木　知己 59
警視庁第八方面本部長兼警
務部参事官

H21.2.16 H21.4.1
明治安田生命保険相互会
社

生命保険業務 顧問 無 無

6 平　佑一郎 59
警視庁第九方面本部長兼警
務部参事官

H21.2.16 H21.4.1
成和コンサルタント株式
会社

建設事業の調査等 顧問 無 無

【１－２．特定地方警務官（注１）に係る通知関連】

7 長谷川　道雄 59 警視庁警察学校長 H21.2.16 H21.4.1 日本銀行 中央銀行 文書局顧問 無 無

8 藤田　安德 59 警視庁小松川警察署長 H21.2.16 H21.4.1 国際医療福祉大学 教育・研究 部長 無 無

9 松永　博 59 警視庁第五方面本部長 H21.2.16 H21.4.1 東海旅客鉄道株式会社 旅客鉄道事業
総務部担当
部長

無 無

10 水越　実 59 警視庁交通部参事官 H21.2.16 H21.4.1
財団法人全日本交通安全
協会

交通安全事業
安全対策部
長

無 無

5



11 石木　章 60
神奈川県警察横浜市警察部
長兼警務部参事官

H21.3.6 H21.4.1 平塚信用金庫 金融業 顧問 無 無

12 石原　英治 60 福岡県南警察署長 H21.3.6 H21.4.1
明治安田生命保険相互会
社

生命保険業等 顧問 無 無

13 大野　敏久 60
福岡県警察本部生活安全部
長

H21.3.6 H21.4.1 太陽生命保険株式会社 生命保険業等 本社嘱託 無 無

14 川野邊　寛 59 神奈川県警察学校長 H21.3.6 H21.4.1
鹿島建設株式会社横浜支
店

建設業
管理部担当
部長

無 無

15 國分　和夫 59 神奈川県川崎警察署長 H21.3.6 H21.4.1
財団法人神奈川県交通安
全協会

交通安全事業 部長 無 無

16 鋪屋　正三 59
神奈川県警察川崎市警察部
長兼警務部参事官

H21.3.6 H21.4.1
社団法人神奈川県安全運
転管理者連合会

安全運転管理に関する講習
業務等

専務理事 無 無

17 髙瀬　順治 60 神奈川県伊勢佐木警察署長 H21.3.6 H21.4.1 京浜急行電鉄株式会社 旅客鉄道事業 参与 無 無

18 長　隆博 60 福岡県早良警察署長 H21.3.6 H21.4.1 郵便局株式会社 郵便及び物流業務
本社専門役
(九州支社駐
在)

無 無

19 中村　隆一 59 福岡県東警察署長 H21.3.6 H21.4.1 ＴＯＴＯ株式会社
衛生陶器、バス、キッチ
ン、洗面商品等の製造・販
売等

部長 無 無
売等

20 信國　孝義 60 神奈川県港北警察署長 H21.3.6 H21.4.1 株式会社メイコー 製造業 顧問 無 無

21 廣瀨　誠一 60
神奈川県警察本部刑事部参
事官兼組織犯罪対策本部長

H21.3.6 H21.4.1 相模鉄道株式会社 旅客鉄道事業
業務部推進
室部長

無 無

22 松島　金五 59
神奈川県警察相模方面本部
長兼警務部参事官

H21.3.6 H21.4.1
財団法人神奈川県暴力追
放推進センター

暴力追放啓発活動及び相談
業務等

事務局長 無 無

23 井出　久實 60 長野県警察本部警備部長 H21.3.10 H21.4.1
社団法人長野県指定自動
車教習所協会

自動車教習所運営の合理化
に関する調査研究等

専務理事 無 無
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24 末吉　正人 60 岡山県警察本部交通部長 H21.3.10 H21.4.1
財団法人岡山県交通安全
協会

交通安全事業 事務局付 無 無

25 藤原　正文 58 長野県警察本部交通部長 H21.3.10 H21.4.1
東日本旅客鉄道株式会社
長野支社

旅客鉄道事業
総務部調査
役

無 無

26 別府　勇作 60 岡山県警察本部刑事部長 H21.3.10 H21.4.1 株式会社中国銀行 金融業
お客様相談
センター参
事役

無 無

27 三村　正悟 60
長野県警察本部生活安全部
長

H21.3.10 H21.4.1
自動車安全運転センター
長野県事務所

安全運転研修業務等 所長 無 無

28 横張　隆拡 59
岡山県警察本部生活安全部
長

H21.3.10 H21.4.1 株式会社トマト銀行 金融業
お客様相談
室相談役

無 無

29 嶋田　東 60 福井県警察本部警備部長 H21.3.16 H21.4.1
社団法人福井県交通安全
協会

交通安全事業
常務理事(事
務局長)

無 無

30 水間　章光 60 福井県警察本部刑事部長 H21.3.16 H21.4.1
財団法人福井県暴力追放
センター

暴力追放啓発活動及び相談
業務等

専務理事兼
事務局長

無 無

31 藤井　勝公 59 熊本県熊本南警察署長 H21.3.17 H21.4.1
財団法人熊本県暴力追放
協議会

暴力追放啓発活動及び相談
業務等

専務理事兼
事務局長兼
暴力追放相
談員

無 無

32 宮田　和典 60
栃木県警察本部生活安全部
長

H21.3.18 H21.5.29
財団法人栃木県交通安全
協会

交通安全事業 常務理事 無 無
長 協会

33 稲村　祥 60 埼玉県大宮警察署長 H21.3.19 H21.4.1
財団法人埼玉県交通安全
協会

交通安全事業 事務局長 無 無

34 木村　恒興 60 埼玉県警察本部総務部長 H21.3.19 H21.4.1
社団法人埼玉県防犯協会
連合会

総合防犯事業
事務局長兼
専務理事

無 無
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35 高橋　吉秋 60 群馬県警察本部交通部長 H21.3.19 H21.4.1 しののめ信用金庫 金融業 調査役 無 無

36 武井　孝一 60 群馬県前橋警察署長 H21.3.19 H21.4.1
自動車安全運転センター
群馬県事務所

安全運転研修業務等 事務所長 無 無

37 中村　孝司 60 埼玉県警察本部交通部長 H21.3.19 H21.4.1 損害保険料率算出機構 自賠責保険の損害調査等
本部長付調
査役

無 無

38 松田　忠夫 60 群馬県警察本部刑事部長 H21.3.19 H21.4.1 サンデン株式会社
自動車機器システム等の販
売

社会政策部
長

無 無

39 安井　博行 60 茨城県土浦警察署長 H21.3.19 H21.4.1
日本原子力発電株式会社
東海発電所

原子力発電所の建設、運転
操作及びこれに伴う電気の
供給事業

総務室警備
長兼東海第
二発電所総
務室警備長

無 無

40 山本　昭造 60 茨城県水戸警察署長 H21.3.19 H21.6.1
財団法人茨城県交通安全
協会

交通安全事業
交通教育セ
ンター所長
(常務理事)

無 無

41 横山　伸 60
群馬県警察本部生活安全部
長

H21.3.19 H21.4.1 株式会社東和銀行 金融業
総務部部長
席付

無 無

42 青笹　衛 60 島根県警察本部警備部長 H21.3.23 H21.4.1
財団法人島根県暴力追放
県民センター

暴力追放啓発活動及び相談
業務等

専務 無 無

43 大石　盛幸 60 静岡県警察本部刑事部長 H21.3.23 H21.4.1 株式会社芙蓉リサーチ 損害保険、生命保険代理業 副社長 無 無

44 大島　久 60 島根県警察本部交通部長 H21.3.23 H21.4.1
自動車安全運転センター
島根県事務所

安全運転研修業務等 所長 無 無

45 客　孝由 60
愛媛県警察本部生活安全部
長

H21.3.23 H21.4.1
自動車安全運転センター
愛媛県事務所

安全運転研修業務等 所長 無 無

46 斎藤　定信 60 島根県警察本部刑事部長 H21.3.23 H21.4.1
財団法人島根県交通安全
協会

交通安全事業 専務理事 無 無
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47 坂牧　徳吉 60 新潟県長岡警察署長 H21.3.23 H21.4.1
財団法人新潟県交通安全
協会

交通安全事業 常勤理事 無 無

48 鈴木　久雄 60 静岡県警察本部交通部長 H21.3.23 H21.4.1 スルガ銀行株式会社 金融業 調査役 無 無

49 二宮　義晴 60 愛媛県警察本部刑事部長 H21.3.23 H21.4.1
郵便事業株式会社四国支
社

郵便及び物流業務 特別顧問 無 無

50 原　保則 60 愛媛県松山東警察署長 H21.3.23 H21.4.1
ニッセイ同和損害保険株
式会社松山支店

損害保険事業 顧問 無 無

51 渡邊　和雄 60 新潟県新潟東警察署長 H21.3.23 H21.4.1
東京電力株式会社柏崎刈
羽原子力発電所

電力供給事業 次長 無 無

52 吾郷　修 59
広島県警察本部生活安全部
長

H21.3.24 H21.4.1
広島県信用農業協同組合
連合会

信用・金融業務
保安対策本
部長

無 無

53 上山　高文 60 兵庫県警察神戸市警察部長 H21.3.24 H21.4.1
株式会社シマブンコーポ
レーション

鉄スクラップ卸売業 顧問 無 無

54 大畑　登志夫 60 兵庫県警察本部総務部長 H21.3.24 H21.4.1
財団法人兵庫県交通安全
協会

交通安全事業 参事 無 無

55 桐村　富雄 59 京都府警察本部総務部長 H21.3.24 H21.4.1 野村證券株式会社 証券業 参与 無 無

56 小山　均 60 山形県警察本部交通部長 H21.3.24 H21.4.1
日新火災海上保険株式会
社

損害保険事業 営業顧問 無 無

57 住友　敏明 60 徳島県徳島東警察署長 H21.3.24 H21.4.1
自動車安全運転センター
徳島事務所

安全運転研修業務等 事務所長 無 無

58 長瀬　恒夫 60 山形県警察本部刑事部長 H21.3.24 H21.4.1
社団法人山形県防犯協会
連合会

総合防犯事業 専務理事 無 無
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59 橋本　良三 59 広島県警察本部総務部長 H21.3.24 H21.4.1
自動車安全運転センター
広島県事務所

安全運転研修業務等 事務所長 無 無

60 羽藤　賢治 60 兵庫県警察学校長 H21.3.24 H21.4.1
株式会社メディセオ・パ
ルタックホールディング

卸売業 顧問 無 無

61 平野　吉明 59 京都府上京警察署長 H21.3.24 H21.4.1 株式会社村田製作所
電子デバイスの研究開発・
生産・販売業

総務部調査
役

無 無

62 味田　良夫 59 京都府伏見警察署長 H21.3.24 H21.4.1
三井住友海上火災保険株
式会社

生命保険事業 顧問 無 無

63 三橋　繁幸 60 徳島県警察本部交通部長 H21.3.24 H21.4.1
財団法人徳島県信用保証
協会

保証審査、管理回収業務
審査部参事
役

無 無

64 内村　隆志 60 大分県大分中央警察署長 H21.3.25 H21.4.1
財団法人大分県交通安全
協会

交通安全事業
専務理事兼
事務局長

無 無

65 宇都宮　忠 60 大分県警察本部刑事部長 H21.3.25 H21.4.1 株式会社大分銀行 金融業 参与 無 無

66 大山　一郎 60 和歌山県警察本部刑事部長 H21.3.25 H21.4.1
自動車安全運転センター
和歌山県事務所

安全運転研修業務等 所長 無 無

67 杉田　愛人 60 大阪府曽根崎警察署長 H21.3.25 H21.4.1
株式会社たいよう共済大
阪支店

制度保険及び各種損害保険
の代理店業務

本社審査部
付部長兼支
店付

無 無
阪支店 代 店業務

店付

68 田辺　史郎 60 大阪府枚方警察署長 H21.3.25 H21.4.1 大阪地下街株式会社 地下街の建設と賃貸管理 顧問 無 無

69 中川　修身 60 大阪府南警察署長 H21.3.25 H21.4.1
財団法人大阪府警察職員
互助会

大阪府警察職員の福利厚生
に関する業務

事務局長 無 無

70 二星　康親 60 大阪府警察本部地域部長 H21.3.25 H21.4.1 財団法人木下記念事業団
奨学資金の給付、学生寮の
設置運営

専務理事 無 無
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71 姫野　靜男 60
大分県警察本部生活安全部
長

H21.3.25 H21.4.1 大分キャノン株式会社 光学機器、精密機器の製造
総務部門担
当部長

無 無

72 福田　憲司 60 和歌山県和歌山東警察署長 H21.3.25 H21.4.1
西日本旅客鉄道株式会社
和歌山支社

旅客鉄道事業 調査役 無 無

73 福元　好 60 大阪府警察学校長 H21.3.25 H21.4.1 財団法人大阪府警察協会 職員遺族の救済援護事業等 理事長 無 無

74 宮　勝美 60 大阪府警察第五方面本部長 H21.3.25 H21.4.1 オリックス株式会社 金融サービス業 顧問 無 無

75 明星　清 60 北海道警察本部総務部長 H21.3.26 H21.4.1
株式会社アイコーポレー
ション

建設・開発事業 社長補佐 無 無

76 糸山　正文 60 佐賀県佐賀警察署長 H21.3.26 H21.4.1
財団法人日本防災通信協
会佐賀県支部

非常通報装置の普及 支部長 無 無

77 河本　敏憲 60
北海道警察釧路方面帯広警
察署長

H21.3.26 H21.4.1 函館自動車学校
学校法人(自動車教習所)と
しての収益事業

管理者兼校
長

無 無

78 佐藤　正義 60 北海道警察釧路方面本部長 H21.3.26 H21.4.1
自動車安全運転センター
北海道事務所

安全運転研修業務等 所長 無 無

79 田片　薫 60 北海道警察本部地域部長 H21.3.26 H21.4.1
明治安田生命保険相互会
社

生命保険事業 顧問 無 無
社

80 竹之下　忍 60 鹿児島県警察本部交通部長 H21.3.26 H21.4.1
財団法人鹿児島県暴力追
放運動推進センター

暴力追放啓発活動及び相談
業務等

事務局長 無 無

81 田嶋　和男 60
鹿児島県警察本部生活安全
部長

H21.3.26 H21.4.1 株式会社鹿児島銀行 金融業 参事 無 無

82 中島　祥雄 60 佐賀県警察本部交通部長 H21.3.26 H21.4.1
損害保険料率算出機構佐
賀自賠責損害調査事務所

自賠責保険金・共済金請求
事案に係る損害調査業務

九州本部長
付調査役

無 無
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83 森山　誠治 60
北海道札幌方面苫小牧警察
署長

H21.3.26 H21.4.1 ＪＡ共済連北海道 共済事業
交通事故相
談所長

無 無

84 伊藤　章 60 三重県四日市南警察署長 H21.3.27 H21.4.1
社団法人三重県安全運転
管理協議会

安全運転管理に関する講習
業務等

常務理事 無 無

85 南川　正 60 三重県津警察署長 H21.3.27 H21.4.1
財団法人三重県交通安全
協会

交通安全事業 総務部長 無 無

86 三宅　長生 60 三重県警察本部刑事部長 H21.3.27 H21.4.1
自動車安全運転センター
三重県事務所

安全運転研修業務等 事務所長 無 無

87 小舘　欣康 60 岩手県警察本部刑事部長 H21.3.30 H21.4.1
財団法人岩手県指定自動
車教習所協会

自動車教習所運営の合理化
に関する調査研究等

専務理事 無 無

88 船野　透 60
岩手県警察本部生活安全部
長

H21.3.30 H21.4.1
財団法人日本防災通信協
会岩手県支部

非常通報装置の普及 支部長 無 無

89 穴澤　英一 60
福島県警察本部生活安全部
長

H21.3.31 H21.4.1 株式会社大東銀行 金融業 顧問 無 無

90 石原　八朗 60 愛知県豊橋警察署長 H21.3.31 H21.4.1 トヨタ紡織株式会社 紡織業 顧問 無 無

91 榮野　美登 60 愛知県北警察署長 H21.3.31 H21.4.19
社団法人愛知県指定自動
車教習所協会

自動車教習所運営の合理化
に関する調査研究等

専務理事 無 無
車教習所協会 関する調査研究等

92 鮱名　滿 60 宮城県仙台中央警察署長 H21.3.31 H21.4.1
財団法人宮城県交通安全
協会

交通安全事業 専務理事 無 無

93 岡田　仁 60 愛知県岡崎警察署長 H21.3.31 H21.5.1
社団法人愛知県自家用自
動車協会

自家用自動車に関する指
導、調査研究等

専務理事 無 無

94 粥川　敏幸 60 愛知県春日井警察署長 H21.3.31 H21.4.1 日本生命保険相互会社 生命保険事業 顧問 無 無
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95 川辺　春雄 59 富山県警察本部交通部長 H21.3.31 H21.4.1
自動車安全運転センター
富山県事務所

安全運転研修業務等 所長 無 無

96 菅野　憲司 60 福島県福島警察署長 H21.3.31 H21.4.1
株式会社たいよう共済福
島支店

共済事業媒介代理業 支店長 無 無

97 菊地　俊 60 福島県郡山警察署長 H21.3.31 H21.4.1
社団法人福島県交通安全
協会

交通安全事業 嘱託 無 無

98 草野　信男 60 福島県警察本部警備部長 H21.3.31 H21.4.1 株式会社福島銀行 金融業 顧問 無 無

99 熊谷　一郎 60 北海道警察北見方面本部長 H21.3.31 H21.4.1
財団法人北海道防犯団体
連合会

総合防犯事業 専務理事 無 無

100 黒岩　安光 60 高知県警察本部交通部長 H21.3.31 H21.4.1
イオンモール株式会社高
知ショッピングセンター

販売業 渉外部長 無 無

101 郷　修二 60 福島県警察本部刑事部長 H21.3.31 H21.4.1
東日本旅客鉄道株式会社
仙台支社

旅客鉄道事業
総務部調査
役

無 無

102 後藤　修二 60 愛知県南警察署長 H21.3.31 H21.4.16 名古屋鉄道株式会社 旅客鉄道事業 部長 無 無

103 淋代　修二 60 青森県警察本部交通部長 H21.3.31 H21.4.1
自動車安全運転センター
青森県事務所

安全運転研修業務等
参事・事務
所長

無 無
青森県事務所 所長

104 鈴木　雄二 60 愛知県警察本部総務部長 H21.3.31 H21.5.1
財団法人愛知県交通安全
協会

交通安全事業 常務理事 無 無

105 長松　久雄 60 山口県警察本部交通部長 H21.3.31 H21.4.1
社団法人山口県安全運転
管理者協議会

安全運転管理に関する講習
業務等

専務理事 無 無

106 成田　義敬 60 青森県八戸警察署長 H21.3.31 H21.4.1 財団法人青森県警察協会 職員遺族の救済援護事業等 事務局長 無 無
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107 西野　重信 59 富山県警察本部警備部長 H21.3.31 H21.4.1
関西電力株式会社北陸支
社

電力供給事業 参事 無 無

108 畠田　康司 60
山口県警察本部生活安全部
長

H21.3.31 H21.4.1 株式会社柳井自動車学校
自動車運転者養成・交通安
全教育等業務

学校長 無 無

109 福岡　米次 60 山口県警察本部刑事部長 H21.3.31 H21.5.1
財団法人山口県暴力追放
県民会議

暴力追放啓発活動及び相談
業務等

専務理事 無 無

110 堀江　博 60 兵庫県尼崎南警察署長 H21.3.31 H21.4.1 株式会社神明 食料品の卸売並びに加工
管理副本部
長

無 無

111 増子　雅己 60 愛知県中村警察署長 H21.3.31 H21.4.1
株式会社ジェイアール東
海高島屋

販売業
総務グルー
プ次長

無 無

112 山本　一雄 60
青森県警察本部生活安全部
長

H21.3.31 H21.5.21
財団法人暴力追放青森県
民会議

暴力追放啓発活動及び相談
業務等

専務理事兼
事務局長

無 無

（注１）

（注２） 「再就職事前承認」には、国家公務員法等の一部を改正する法律附則第４条第７項の規定に基づき内閣から承認権限を委任された所管庁の長又は特定独立行政法人の長が行った承認等も含まれる。

特定地方警務官（警視正以上の階級にある都道府県警察の警察官（以下「地方警務官」という。）のうち、その属する都道府県警察において巡査の階級から順次警視の階級まで昇任し、引き続き地方警務
官となった者及びこれに準ずるものとして国家公安委員会規則で定める者をいう。）については、警察法（昭和29年法律第162号）第56条の２の規定に基づき、国家公務員法第106条の３の規定に基づく再
就職のあっせんの規制は適用しないこと等とされている。
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番号 氏名 離職時の年齢 離職時の官職 離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先にお
ける地位

求職の承認の
有無
（注２）

官民人材交流
センターの援
助の有無
（注３）

各省あっせん
承認の有無
（注４）

再就職事前承
認の有無
（注５）

1 鹿戸　丈夫 56 財務省大臣官房付 H21.1.15 H21.2.1
独立行政法人石油天然
ガス・金属鉱物資源機
構

石油・ガス、金属鉱物資源
の開発と備蓄

理事 無 無 無 無

2 入江　孝信 60 文部科学省大臣官房付 H21.3.31 H21.4.14
日本私立学校振興・共
済事業団

私立学校への補助金交付・
資金融資・教職員共済事業

理事 無 無 無 無

3 山川　雅典 54 農林水産省大臣官房付 H19.7.10 H21.3.1 日本中央競馬会 中央競馬の開催等 理事 無 無 無 無

4 中條　康朗 58 農林水産省農村振興局長 H21.1.5 H21.4.1
独立行政法人水資源機
構

水の安定的な供給を確保す
るための水資源開発等

副理事長 無 無 無 無

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

「各省あっせん承認」には、国家公務員法等の一部を改正する法律附則第10条において準用する同法附則第５条第１項の規定に基づく承認が含まれる。

「再就職事前承認」には、国家公務員法等の一部を改正する法律附則第４条第７項の規定に基づき内閣から承認権限を委任された所管庁の長又は特定独立行政法人の長が行った承認等も含まれる。

【２．国家公務員法第１０６条の２４第１項等の規定に基づく届出関連（注１）】

「国家公務員法第106条の24第１項等の規定に基づく届出」には、独立行政法人通則法第54条の２第１項において準用する国家公務員法第106条の24第１項の規定に基づく届出が含まれる。

「求職の承認」には、独立行政法人通則法第54条の２第１項において準用する国家公務員法第106条の３第２項第４号の規定に基づく承認が含まれる。

「官民人材交流センターの援助」には、独立行政法人通則法第54条の２第１項において準用する国家公務員法第18条の５第１項及び同法第18条の６の規定に基づく援助が含まれる。
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番号 氏名 離職時の年齢 離職時の官職  離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先の業務内容
再就職先にお
ける地位

求職の承認の
有無
（注２）

官民人材交流
センターの援
助の有無
（注３）

各省あっせん
承認の有無
（注４）

再就職事前承
認の有無
（注５）

1 滑川　雅士 57 内閣府大臣官房付 H20.11.4 H21.1.7 株式会社電通 広告及びプロモーション 顧問 無 無 無 有

2 山本　博司 54 四国管区警察局長 H21.2.9 H21.3.1
アクサ生命保険株式会
社

生命保険事業 顧問 無 無 無 無

3 篠宮　隆 54 中国管区警察局長 H21.2.23 H21.2.24 京セラ株式会社 電子部品・デバイス製造業
東京業務部
顧問

無 無 無 無

4 益原　和則 56 東京都警察情報通信部長 H21.3.13 H21.3.16 綜合警備保障株式会社 警備業 常勤参与 無 無 無 無

5 岩田　知也 51 消防庁消防大学校長 H20.12.31 H21.1.1 財団法人日本消防協会
消防団員等の福祉厚生、消
防諸施設の改善等、消防知
識技能の向上等

常務理事 無 無 無 無

6 野上　豊 52
総務省大臣官房付併任大臣
官房審議官

H20.12.31 H21.1.1
地方公務員災害補償基
金

地方公務員の公務災害又は
通勤災害に対する補償及び
社会復帰の促進等

理事 無 無 無 無

7 坂野　恵三 52
総務省大臣官房付併任大臣
官房審議官

H21.1.1 H21.1.2
財団法人消防科学総合
センター

災害、火災等に関する科学
的調査研究及び情報処理の
収集分析等

常務理事 無 無 無 無

8 齋藤　諭 40 札幌地方検察庁検事 H19.8.21 H21.1.13
株式会社ビートレー
ディング

服飾販売 従業員 無 無 無 無

【３．国家公務員法第１０６条の２４第２項等の規定に基づく届出関連（注１）】
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9 渡辺　絵美 33 さいたま地方検察庁検事 H20.3.31 H21.3.1 内田光也法律事務所 弁護士業 弁護士 無 無 無 無

10 山本　修三 59 さいたま地方検察庁検事正 H20.10.1 H21.1.13 新宿公証役場 公証業務 公証人 無 無 無 無

11 望田　耕作 58 大阪高等検察庁検事 H20.12.1 H21.1.1 岸和田公証役場 公証業務 公証人 無 無 無 無

12 川本　満隆 63
関東地方更生保護委員会委
員長

H20.12.31 H21.2.1
更生保護法人日本更生
保護協会

更生保護事業
事務局長常
務理事

無 無 無 無

13 浅尾　俊久 58 松山地方検察庁検事正 H21.1.16 H21.3.1 尼崎合同公証役場 公証業務 公証人 無 無 無 無

14 大泉　隆史 62 大阪高等検察庁検事長 H21.1.16 H21.3.24 弘中総合法律事務所 弁護士業 弁護士 無 無 無 無

15 松島　豊馬 59
国税庁関東信越国税局川越
税務署長

H19.7.10 H21.3.24 伊勢崎市役所 地方公共団体
代表監査委
員

無 無 無 無

16 滝田　勝行 59 函館税関釧路税関支署長 H20.7.1 H21.3.21 株式会社栗林商会
港湾運送事業、倉庫業、通
関業、船舶代理店業、保険
事業等

苫小牧支社
総務課調査
役

無 無 無 有

17 森　幹雄 58 国税庁長官官房付 H20.7.4 H21.2.19 森幹雄税理士事務所 税理士業 開業税理士 無 無 無 無

18 黒田　豊 59
国税庁名古屋国税局豊田税
務署長

H20.7.10 H21.1.5 社団法人昭和法人会
税務知識の普及と納税意識
の高揚に資する各種事業等

事務局職員 無 無 無 無
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19 中川　武義 58 文部科学省大臣官房付 H20.12.31 H21.3.1 東京福祉大学 教育・研究
副学長予定
者

無 無 無 無

20 赤木　信雄 58
社会保険庁埼玉社会保険事
務局長

H20.9.30 H21.2.1 酒フーズ厚生年金基金 厚生年金基金関係事業
基金事務所
所長代理

無 無 無 無

21 矢野　雅俊 60
社会保険庁福岡社会保険事
務局次長

H20.9.30 H21.1.1
財団法人福岡県社会保
険協会

社会保険被保険者等の福利
増進の業務

専務理事 無 無 無 無

22 南　俊作 59 厚生労働省大臣官房付 H20.12.15 H21.2.1
社団法人全国はっ酵乳
乳酸菌飲料協会

はっ酵乳及び乳酸菌飲料に
係る知識の普及、衛生及び
品質の向上に関すること等

技術参与 無 無 無 無

23 小野　喜志雄 52 厚生労働省大臣官房付 H20.12.31 H21.1.1
医療法人愛心会湘南鎌
倉総合病院

医療事業

医師（糖尿
病内分泌内
科）、治験
センター
長、国際部
長（中間法
人徳洲会
国際医療協
力担当理
事）

無 無 無 無

24 田平　武 63
国立長寿医療センター研究
所研究所長

H20.12.31 H21.1.1 順天堂大学 教育・研究 客員教授 無 無 無 無

25 本名　敏郎 64
国立成育医療センター第二
専門診療部外科医長

H21.1.31 H21.2.1 財団法人健康医学協会
疾病予防及び健康の保持増
進のための各種健康診断と
保健指導

健康医学協
会附属機関
である東都
クリニック
所長

無 無 無 無

26 黒元　重雅 54 農林水産省大臣官房付 H19.7.10 H21.3.1
財団法人全国競馬・畜
産振興会

競馬の発展のための事業、
畜産振興事業への助成等

常務理事 無 無 無 無

27 石木　俊治 56 農林水産省大臣官房付 H20.10.1 H21.1.13
財団法人畜産近代化
リース協会

畜産振興上必要な機械・施
設等の貸付け等

参与 無 無 無 無
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28 岩元　明久 58 東海農政局長 H21.1.5 H21.3.16
社団法人農林水産先端
技術産業振興センター

農林水産・食品分野におけ
る先端技術の研究開発と産
業化の促進

参与 無 無 無 無

29 北原　俊美 59
農林水産省大臣官房経理課
長

H21.1.5 H21.2.1
協同組合日本飼料工業
会

飼料用原料の共同購入等そ
の他安定的確保に関するこ
と等

総務部次長
兼振興部次
長兼関東支
部事務所次
長

無 無 無 無

30 須田　紳 59
特許庁審判部審判長（第34
部門）

H20.4.1 H21.1.6
社団法人日本デザイン
保護協会

デザイン保護事業に関する
企画調査

企画調査部
長

無 無 無 無

31 石原　正博 55
特許庁審判部審判長（第14
部門）

H21.1.1 H21.1.14
特許業務法人第一国際
特許事務所

弁理士業務 弁理士 無 無 無 無

32 種村　慈樹 57
特許庁審判部審判長（第22
部門）

H21.1.1 H21.1.20 すばる特許事務所 弁理士業務 弁理士 無 無 無 無

33 大西　晴夫 60 気象庁地球環境・海洋部長 H19.3.31 H21.1.1 国立大学法人佐賀大学 教育・研究 農学部講師 無 無 無 無

34 越智　秀信 50

国土交通省大臣官房参事官
併任総合政策局総務課国際
企画室長併任外客誘致推進
室

H19.6.14 H21.1.1 三井不動産株式会社
不動産の取得、所有、処分
及び賃貸借等

ビルディン
グ本部参与

無 無 無 有

35 髙橋　定雄 59
国土交通省大臣官房技術調
査官

H20.12.3 H21.2.1
財団法人ダム水源地環
境整備センター

ダム水源地の環境の整備及
び保全に関する調査研究

技術参与 無 無 無 無

36 田中　幸太郎 58
九州地方整備局佐賀国道事
務所長

H21.1.5 H21.2.1 鹿島道路株式会社 建設事業
九州支店技
師長

無 無 無 有

37 清水　裕 54
国土交通省大臣官房付（河
川局河川環境課流域治水調
整官）

H21.2.13 H21.2.17 大洲市役所 地方公共団体 副市長 無 無 無 無
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38 大玉　信一 57 国立印刷局東京病院副院長 H20.12.31 H21.1.1
医療社団法人鶴亀会小
金井つるかめクリニッ
ク

医療事業 理事・院長 無 無 無 無

39 宮入　守 59
国立病院機構関東信越ブ
ロック事務所付

H20.12.31 H21.2.1 住友信託銀行株式会社 金融業
健康管理
センター長

無 無 無 有

40 田中  寛二 60
駐留軍等労働者労務管理機
構佐世保支部長

H20.3.31 H21.3.1
財団法人長崎県駐留軍
離職者福祉センター

駐留軍離職者等の自立支援
事業等

嘱託職員
（相談員）

無 無 無 無

41 甲斐  博行 59
駐留軍等労働者労務管理機
構管理部長

H20.8.1 H21.3.1
株式会社ベネフィッ
ト・ワン

福利厚生代行事業 監査部顧問 無 無 無 無

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

「国家公務員法第106条の24第２項等の規定に基づく届出」には、独立行政法人通則法第54条の２第１項において準用する国家公務員法第106条の24第２項の規定に基づく届出が含まれる。

「求職の承認」には、独立行政法人通則法第54条の２第１項において準用する国家公務員法第106条の３第２項第４号の規定に基づく承認が含まれる。

「官民人材交流センターの援助」には、独立行政法人通則法第54条の２第１項において準用する国家公務員法第18条の５第１項及び同法第18条の６の規定に基づく援助が含まれる。

「各省あっせん承認」には、国家公務員法等の一部を改正する法律附則第10条において準用する同法附則第５条第１項の規定に基づく承認が含まれる。

「再就職事前承認」には、国家公務員法等の一部を改正する法律附則第４条第７項の規定に基づき内閣から承認権限を委任された所管庁の長又は特定独立行政法人の長が行った承認等も含まれる。
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